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宇和海沿岸域
想定津波高
10m以上

愛媛大学防災情報研究センター

東京大学復興デザイン研究体

宇和島市，八幡浜市，西予市，伊方町，愛南町

伊方町 9,241人
八幡浜市 33,488人
西予市 37,636人
宇和島市 75,170人
愛南町 21,902人

宇和海沿岸地域
平成30年度
から3ヶ年

研究者
行政職員
住民（全世代）

宇和海沿岸地域
南海トラフ地震事前復興共同研究
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2011年東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）

陸前高田市

南三陸町（山側）

（沿岸域のまちと集落を襲った大津波・・・）

大災害への備え
・被害の軽減

・復興等の時間短縮
・高質，適切化

復興は，混乱と困惑
悲しみの中で
始まる

「事前復興」
・過去の経験を大きく上回り地域を壊滅に追い込むような災害も想定内とする。
・最悪の事態に対し，復興に総合性を持たせながら迅速性と即効性を確保する。
・地域の災害事象や課題を把握して対策を重ね，地域の災害ダメージを軽減する。
・新たなまちづくりへの合意形成のプロセスを地域（行政と住民）が共有する。
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起こってからでは間に合わない！
準備していないことはできない！



アプローチ１：復興の事前実施

・災害ダメージを軽減するための防災・減災の上乗せ

・発災後の「復興」も見越した防災まちづくり

ベクトル２：復興の事前準備

・「復興」を総合的に実施するための行政の備え

・住民参加による復興イメージの事前共有

「事前復興」の推進により粘り強い地域づくりを！

あるべき
「まちの姿」

・住まい
・インフラ 等

・避難路
・防潮堤 等

・経済
・雇用，生業 等

・美しい自然，景観
・海岸 等

地
域
の
活
力
や
魅
力
等

発災

初動・応急 復旧
復興

事前復興による
被害の軽減

事前復興による地域
の活力等の維持向上

事前復興による復興等の
期間短縮

時間軸

事前復興取組後の復興曲線
現状の復興曲線

事前復興による復
興の質の向上，適

切化

事前

大災害への備え
・被害の軽減

・復興等の時間短縮
・高質，適切化

Build Back Better



初動対応段階

調査計画段階

事業計画段階

事業実施段階

事業完了段階

発災から１ヶ月程度

半年～１年後程度

1．将来に向けたメッセージ

2．復興ビジョンの共有

3．住民の意向把握
4．事業計画への反映

5．事業開始後の取り組み

復興まちづくり計画

事業計画

着工

防災集団移転
促進事業

〔東日本大震災〕

（着工；平均）

2年6ヶ月後
（造成完了）

4年3ヶ月後

都市区画整理
事業

〔東日本大震災〕

（着工；平均）

2年10ヶ月後
（造成完了）

6年10ヶ月後

避難行動調査

被災建築物応急危険度判定
被災宅地危険度判定 等

住民意向調査
（復興全般）

避
難
生
活
期

本
格
復
興
期

復
興
始
動
期

恒久的住宅の
再建意向調査

アンケート
説明会

（再建希望）
↓

個別面談
ヒアリング

（土地活用意向）

復興計画

土地利活用
マネジメント

復興の課題

被災者の再建支援
被災者の意向の把握と対応
－将来像のイメージ共有
－支援策の明示と理解
－意向変化の把握と相補
－事業内容・規模の調整

復興まちづくり（新たなまち）
迅速，高質，適切な事業化
－早期復興のための対応
－まちの計画と広域の計画
－一定リスクの許容と自然共生
－高齢化・人口減少への対応
－持続可能なまちづくり

住まいの再建

・自主再建（地域内外）

・災害公営住宅入居
・復興事業宅地再建

指定避難所
親戚宅等

応急仮設建設
住宅，みなし
仮設住宅，親
族等の家

住宅再建
支援策提示

恒久住宅再建
公営住宅入居

市町内
遠隔地

市町内・外

自主再建
賃貸入居
（約3年間）

被災者の
住まい

まちづくりビジョン
理念・方針

人生ビジョン

発災

早期復旧

初動・応急
事前復興

行政職員訓練

学校教育，住民WS

事前復興の基盤

応急仮設住宅等
意向調査

事前復興計画・事前復興まちづくり計画

事業プロセスと復興・事前復興の基盤
※「津波被害からの復興まちづくりガイダンス」（国土交通省，2016），
「東日本大震災による津波被害からの市街地復興事業検証委員会」
（国土交通省，2020）委員会資料より一部を参照

・事業後の維持管理
・需給マッチング
・マネジメント組織等の構築

被災状況等の調査
（建物，インフラ等）

市街地の建築制限

基礎情報・被害状況の収集・整理

事業推進体制等検討

住民・事業者の支援

住まい意向把握の継続

現地・用地測量/地質調査

土地鑑定/用地買収

宅地・公営住宅引き渡し

計画策定体制等検討

市街地復興方策パターン

・現地再建（防潮堤）
・嵩上再建（盛土）
・新市街地整備（高台）
・嵩上再建＋高台移転

情報プラットフォーム

事前復興センサス

地域デザイン

復興への切り替え



地震

①
津波から
逃げる

発災直後
〜3時間

②
救助を待つ

１～７日

③
避難所等
で生活

～２,３ヵ月

④
仮設住宅等
で生活

～２年

⑤
元の生活に

戻る
（住宅再建）

それ以降

新たな生活を取り戻すまでの時間

（大災害から避難した後，私たちが直面すること）

※時間は目安です



【
計
画
と
事
業
】

復
興
ま
ち
づ
く
り

復興計画の作成（行政区域全体）
①復興計画の区域，期間
②復興計画の目標
③人口の現状及び将来見通し，土地利用に関する基本方針
④「まち」や「住まい」，「産業」，「暮らし」等の再建に
向けた方針，事業 等

復興まちづくり計画の作成（集落・地区別）
①復興まちづく計画の区域
②地区の復興に向けた目標
③地区の復興イメージ（土地利用，ゾーニング，公共
施設配置，多重防御等）

④被災者の住宅再建に向けた事業 等

応急仮設住宅
（建設型応急住宅，賃貸型応急住宅）※最長２年

恒久的な住宅の再建意向，必要量の算定等
・住宅を再建する場所，再建の方法等に関する意向把握
・災害公営住宅の必要量等の把握

被
害
認
定
（
激
甚
災
害
等
）

被害状況等
の調査

・人命
・建物
・インフラ

等

応急仮設住宅の必要量の
算定等

・応急仮設住宅の必要量の
確認（意向調査）

・建設型応急住宅の建設場
所の決定，応急仮設住宅
の手配（県との連携）

避難行動調査，応急仮設住
宅等に関する意向調査

避難所等

【復興のプロセス】

住
民

南
海
ト
ラ
フ
地
震
発
生

避難生活期 （おおむね２週間以降） 復興始動期 （おおむね６か月以降） 本格復興期

津波襲来

津波収束 市街地・集落が壊滅的な被害 インフラの復旧，ガレキの撤去等

状況

命
を
守
る
た
め
の
避
難

自力で仮住まいを
確保できない場合

親族等の協力を得て
仮住まいを確保する場合 親族等の家

（他市町で確保する場合もあり）

元の住まいが修復すれば
居住できる場合

持家の再建
（自己再建，支援

再建）

災害公営住宅
（戸建て，集合）

個々の状況
に応じて

復興事業の着手 復興事業の完了

第一次建築制限

復興の基本方針の検討
・土地区画整理事業等が必要な
地域における復興の方針（建
築制限の実施が必要な箇所）

・行政区域全体の復興に向けた
基本的な考え方

事業計画の作成
・土地区画整理事業
や防災集団移転促
進事業を実施する
場合は，事業計画
の策定

復興事業の推進
・防災集団移転促
進事業

・漁業集落防災機
能強化事業

・土地区画整理事
業

・がけ地近接等危
険住宅移転事業

・災害公営住宅の
整備 等

第二次建築制限（復興事業を実施する区域）

【
イ
ン
フ
ラ
等
】

建設型応急住宅の整備等
・建設型応急住宅の整備
※商店，福祉施設等の整備
・公営住宅，賃貸型応急住宅
（民間賃貸住宅等）の確保

【
住
ま
い
】

【
生
業
・
暮
ら
し
】

移転元地等の利
用

・新たな産業の
誘致 等

一時的なまちのあり方の検討
・大規模な改変が必要な地域では，
長期間の避難生活における，一
時的なまちの姿の検討

教育の本格復旧

指定避難所

ホテル・宿泊施設等

家族・親族の家等

（無事なら）家に戻る

道路啓開
・国・県道等の道路
啓開

・市町道の道路啓開

揺れ
家屋倒壊
・土砂災害

・必要に応じて建築制限の要請

都市計画
区域

区域外

・市街地で土地区画整理事業が必要な地域を
対象に建築制限の実施（基本１ヵ月，1ヵ月の延長可）

解除
・建築制限の必要がなくなった場合は，速や
かに制限を解除

・被災市街地復興推進地域の都市計画決定（２年以内）

・都市計画事業等に基づく建築制限

・災害危険区域の指定や移転促進区域の設定

応急復旧等
・公共土木施設等（道路・河
川等）の応急復旧

・ライフライン（電気・   ・
通信）等の応急復旧

都市計画
区域

区域外

住民意向調査 恒久的な住宅の再建意向調査

道路，河川，海岸保全施設等の復旧，整備
・道路，河川，海岸保全施設等の復旧，整備

被災建築物応急危険度判定，被災宅
地危険度判定 等

罹災証明の発行 等

農林水産業の再建支援，工場・店舗等の再建支援 （応急期の仮スペース確保，再建に向けた支援（グループ補助金等）等）

教育の早期再開 （仮校舎の確保等）

医療・福祉施設等の再建支援 （被災者支援の対応等を含む）

被災者支援 （被災者等の各種支援等）

海岸保全施設等の復旧，整備方針の検討
・海岸保全施設等の復旧，整備方針の検討 ※基本的にＬ１対応

・復旧，整備方針に基づく津波シミュレーション

災害査定等
・公共土木施設等の復旧に向けた設計，査定等

公費解体，ガレキの撤去，処理 （仮置場の確保，災害廃棄物の処理等）

各種の被災者支援
制度等の情報発信

等
・災害救助法等
・相談窓口の設置

等

面整備を実施す
る箇所を対象

住宅の応急修理 ＝ 従前の自宅の再建 （住宅の応急修理は１ヵ月以内に完了，災害救助法に基づく住宅の応急修理を行っ

た際には応急仮設住宅への入居はできない（併給は不可））

事
前
復
興
と
し
て
必
要
な
取
り
組
み

⇒危険度判定等の実施体制の構築
⇒建設型応急住宅の建設候補地の確
保，レイアウトの検討

⇒長期避難生活に関する意向把握の
事前検討（啓発含め）

⇒賃貸型応急住宅等の確保に向けた
関係団体との協定等の検討

⇒恒久的な住宅再建に関する意向把
握の事前検討（啓発含む）

⇒住宅の再建に関する支援制度（応
急修理等）の理解

⇒被害状況調査等の実施体制の構築
（受援計画，協定等）

⇒ガレキの仮置き場等の事前検討

⇒建築制限等の制度の理解

⇒事前復興計画，事前復興まちづく
り計画の作成

⇒移転元地等の利用（事業用地等）
に関する事前検討

⇒産業の復興に関する支援制度（グ
ループ補助金等）の理解

⇒復興計画等の策定手順，検討体制
の事前検討

⇒災害公営住宅の整備候補地（安全
な高台等）の事前検討

⇒地籍調査の推進，相続手続きの適
正化⇒復興事業（防集，漁業集落環境整

備事業等）の理解
⇒事前のデータ整備（調査用の図面，
必要データ等）

⇒速やかな罹災証明の発行に向けた
体制の構築

⇒基礎データの集積（情報プラットフォーム等）

⇒被災者支援制度の理解，事前整理

⇒建設事業者やライフライン事業者
との連携

⇒他市町村からの応援職員等の受入
体制の構築（受援計画等）

⇒復興事業等の活用が想定される地
区の事前検討

⇒住民意向の把握（事前復興センサス等）

⇒人材育成，教育（職員，住民，自主防災組織等）

事
前
に
取
り
組
め
る
事
項

災
害
発
生
か
ら
復
興
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

災害発生から復興までの時間経過に応じて必要となる，各種の調査・検討，対応等の整理を行い，事前
復興として必要な取組を抽出

復興のプロセスと事前復興の取り組み



２．復興体制に関する事前検討と構築

１．復興手順等の理解

３．基礎データと情報の整備と分析

５．支援制度・事業制度等の理解と準備

７．事前復興の教育

1-1．復興プロセスの理解

2-1．復興を進める実施体制の事前検討

3-1．各種データと情報の定期的な収集・整理

3-4．被災者情報等の適切な管理

3-5．システムの構築とデジタル化

5-1．各種の被災者支援制度の理解と準備

5-2．東日本大震災で活用された復興事業等の理解と準備

6-1．一時的なまちの姿の検討

6-2．避難から復興までを見据えたまちづくり計画の検討

7-1．人材育成・教育

3-3．現状把握と課題分析

４．避難と再建に関する住民意向の調査と分析 4-1．被災後の調査と分析に向けた準備

4-2．被災前の調査と分析

6-3．被災後のまちづくり計画の事前検討

2-2．被害状況調査等を進める体制の準備

3-2．災害リスクの想定

1-2．復興に向けた建築制限等の実施方法の理解

６．復興イメージの事前検討

事前復興の取り組み（体系的に整理）



http://www.cee.ehime-u.ac.jp/~rd/custom7.html
「南海トラフ地震愛媛事前復興推進指針，同別冊」を公開しています。



南海トラフ地震えひめ事前復興推進指針
令和３年３月

南海トラフ地震事前復興共同研究
（愛媛県・宇和島市・八幡浜市・西予市・伊方町・愛南町・愛媛大学防災情報研究センター・東京大学復興デザイン研究体）

行政職員が，事前復興に関する考え方を共有し，事前復興の必要性の理解を深め，地域
住民と行政が協働した事前復興の取組を促すための指針。


